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　2015年は日韓国交正常化 50周年のઅ目の年であった。そして、その年末 12月 28日には日韓間の日
本軍従軍Қ安්問題を、最終かつ不可ٯ的にܾணさせるという両政府によるܶ的な合意がなされた。だ
が、こうした前進にࢸるまでの同年は、અ目の年としては異例の険悪なムードに෴われていた。特にそ
のෛの要因としては、日本におけるݏ韓本ブームないしݏ韓記事の増加、ヘイトスϐーチ問題、韓国の
市民ஂ体またはࡏ外コミュニティによる元日本軍従軍Қ安්গঁ૾の第ࡾ国での設置の動きなどが挙げ
られる。そのため安ഒ総理とᒞ恵大統領による初の首会ஊが開かれるまでには、両国世論もまるで
ϐンポンήームのように揺れଓけた。
　日韓基本約の署名日にあたる 6月 22日には日本と韓国でそれぞれ記念行事が行われ、そこに両国
首が出੮しスϐーチを行ったことによりை目の変化も訪れた。両首の出੮によりメディアも日韓関
係のసや首会ஊの開催をݺびかけるものへと論調が変わり、そこに世論のҚ安්問題への関心の高
まりも加わった。と同時に、この 50周年に意義を留め、新たな日韓関係を模索すべきではとの空ؾも
ৢ成されていった。政治的な対立やఀがあっても経済や文化はそれらと一線を画して前進させるべき
だとのは常にある。だが、その影響を全にഉআすることはࠔ難である。一方でٯઆ的には対立がܾ
定的になることを防ぐのもまた、経済や文化交流を通じた国民間の意識であり、世論であるもの事実で
ある。世論の後ԡし（ࢧ持）を受けなければ、ԾにメモリアルイϠーであったとしても、こうした二国
間関係におけるムードを環ڥへとৢ成、あるいは༠導することがいかにࠔ難であるかを、2015年に
おける日韓関係はे分に示した。
　韓国は近年、国際社会における自国のイメージをҾき上げ、また相手国の国民に直接ಇきかけるとい
うパブリック・ディプロマシー（公共外交ʗ文化外交）に力を入れている。日本もまた韓流ブームを後
ԡしし、一定の存ײࡏをڧめてきた韓国のそれにܹされる形で、パブリック・ディプロマシーの体制
。化への取り組みがଓけられているڧ
　もとより、このパブリック・ディプロマシーの活動には「早い広報」と「文化交流」という 2つのଆ
面がؚまれており、あわせて成果の測定やධՁのࢦ標が設定しにくい活動であるがҝに、その効果や有
効性を検証することはࠔ難である。しかしながら、日韓国交正常化 50周年というઅ目をえた今、両
国がこの相手国の世論に直接ૌえかけるというパブリック・ディプロマシーをどのように展開し、また
その限界にあるのかを考えることは非常に重要である。それは、常に歴史認識や領問題などによるײ
情的対立の導Ր線を๊えている日韓関係であるからこそ、今後を管理するうえで有意義な示唆を与えて
くれるであろう。特に相手国のナシϣナリズムを༠発し、その世論にけて自国の主ுを発信しଓけて
いかねばならない事案の場合、いわΏる外交の出来る環ڥをৢ成していくこともまた、方の政府にと
っての力義務であるとさえ言えるからである。
　そこで本稿では、前半で日韓の対立事案の中でも方の国民ײ情をܹし、かつ実質的な外交交বの
進展がࠔ難とされる（された）3つの問題について概観する。実質的な交বがࠔ難である理༝は、その
問題の特घ性に加え、前ड़のようにそれがナシϣナリズムをܹし、世論が一つの方からきを変え
難い事案であるからだ。そして後半では、そうした事案を前に、ならば政府ではແく相手国の世論に直
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接ૌえつつ、自国の主ுや認識を広報しなければならないという前提のもとで、パブリック・ディプマ
シーを実施するための日韓両政府の認識および体制と体系の比較を行い、その役割と課題を考察するこ
ととする。

�ɽؖͷ՝
　現代の日韓関係は、相互アイデンティティのࠩやナシϣナリズムのイシューをめぐる対立といった「旧
時代」のইが依然としてજΜでいるという2。「旧時代」とは、ある特定の時期に区切って定義できる
ものではないとしつつも、それにؚまれる時代としては日本によるேの২民地時代から終戦・解放を
経て 19 65年の国交正常化であり、そしてその後でも日韓両国が地域秩序と国際秩序において共同の利
ӹを求していなかったࠒであるとされる3。すなわち、歴史的なࢧと被ࢧという関係にى点を置
くのみならず、国交正常化を経て通常の往来や交易が実現してもなお、互いのアイデンティティをܹ
し、ಠ善的なナシϣナリズムをἤる事象が現れるときは、「旧時代」の対立にؕっているのだという。
　本ষでは、この「旧時代」の対立にབྷめとられてしまう、日韓間の課題「島問題」「Қ安්問題」「日
本海ݺশ問題」の 3つについて概観する。

ౡ
　島はӅذ諸島の北西 157キロにあり、19 05年に島ࠜ県に編入された二つのখ島とؠからなる離
島である。19 46年、連合国軍総司令部（G H Q ）の֮書によって島は日本の行政区域から分離され、
19 52年には当時の李ঝ൩（イ・スンマン）大統領が公海上に「李ঝ൩ライン」を設けて島を取りࠐ
Μだ。54年から島を「ಠ島（トクト）」であるとして武力要員を常றさせ౮台やヘリポートを建設し、
実効ࢧしている。19 65年の日韓基本約では、島問題はฆ争ॲ理事項であると記されているが、
韓国ଆは「領問題は存ࡏしない」などとして日本政府の国際司法ࡋ所へのୗの提案をڋΜでいる。
周ғのഉ他的経済水域のړ業権などもབྷΉため、島の領有権を८っては地域における利害関係は存ࡏ
するが、領そのものとしては経済的なՁは΄とΜど見られない。
　19 51年 9 月に署名されたサンフランシスコ平和約では、その講和会議に韓国は招されない中で
日本によるேのಠ立ঝ認が規定された。あわせて日本が放غすべき地域として「済भ島、巨文島及び
ᓔྕ島をؚΉே」と規定され、当時の米国政府の見解では、島は日本の領であり、この約で放
した島々にはؚまれていないとしている。この時期、ே戦争のਅっただ中であった韓国政府も、米غ
国に対し߅議かつ意見書をૹっているが、これに対してもアメリカは「ドク島、または島ないしリア
ンクールؠとして知られる島に関しては、この通常ແ人であるؠ島は、我々の情報によればேの一部
として取りѻわれたことがܾしてなく、19 05年ࠒから日本の島ࠜ県Ӆذ島ࢧிの管下にある。この
島は、かつてேによって領有権の主ுがなされたとは見られない。ʜʜ」との回答を出している4。 
　韓国は以降も当然こうした米国政府の立場や日本の主ுを൱定しているが、最近では、19 05年の島
ࠜ県の編入宣言から 100年となる 2005年に、島ࠜ県がこの 2月 22日を「島の日」とする県例が制
定したことに発。ຖ年この「島の日」の記念ࣜయには韓国からのデモୂがԡし寄せるなどしている。
一方で、2012年 8月 10日に歴代大統領として初めて、李明博（イ・ミϣンバク）大統領が「ಠ島」に
上をし、それ以降も韓国政府関係者や政治家が度々上しており、そのたびに日本政府は߅議し、周
ғにもۓுがっている。今のところ、韓国の実効ࢧという状態に対し、日本が近に近づくなどの
行ҝを自制しているため衝突事案は発生していないが、この問題の背景は୯७な国際法や領主権を८
る主ுをえている。それは、日本がֳ議で島を「本邦所ଐ」と宣言した 19 05年という時期が、す
でに大韓ఇ国の併合を進め、この国の外交権や国政の権能のṞୣを進行させている中で行われていたか
らである。
　従って、この島が日本の২民地ࢧによる「最初の٘ਜ਼者」としての象徴性をଳびているために、
韓国政府および一ൠの国民はこれを「歴史問題」としてৡ歩、ଥ協できない状況にある。
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　第 世界大戦中、日本軍が韓国をはじめとするアジアのঁ性を徴用し、領地においてҚ安所を設࣍2
営、Қ安්のื集・ߤなどに関与し、ฌ士たちに利用させていた問題は、日韓の戦後ิঈの問題とも
関連している。19 9 2年に河野洋平官長官が政府の関与を公ࣜに認め、9 5年 7月に村山市内ֳはঁ
性のためのアジア平和国民基金を発足させ、韓国、台湾、フィリϐンなどの元Қ安්に対するิঈ事業
を行ったが、元Қ安්をࢧ援する市民ஂ体や韓国内世論にԡされる中で受け取りのڋ൱も増加した。結
この通শアジアঁ性基金の事業としては、2002年にิঈ金伝達事業は終ྃされたが、韓国内での動ہ
きはଓいていた。
　2011年に韓国憲法ࡋ所が、元Қ安්らのݸ人の求権問題に関するҧ憲৹査のਃ立てについて、
「韓国政府が日本と外交交বを行わないのはʰ被害者の基本的人権を৵害し、憲法ҧにある 」ɦとのܾ
定を出したことで新たな動きがىきた。韓国外交通部（当時）が、日韓求権協定に基づく協議に係
るਃ入れを日本に行う中、韓国の元Қ安්ࢧ援ஂ体である「韓国ఎୂ問題対策協議会」がࡏ韓国日本
大使館前に「元Қ安්গঁのൾ」を建設。2013年に発足したᒞ恵政権との交বが始まり、2015年 12
月に日韓両外相が、Қ安්問題が最終的かつ不可ٯ的に」解ܾされることを֬認したとして、いわΏる
「日韓政府合意」がなされた。この合意に基づき日本政府から韓国の元Қ安්ࢧ援財ஂに 10億ԁがڌ出
され、これを元Қ安්およびそのҨたちにڅࢧする活動が始まっている。しかし、韓国内の野ౘや国
民の中でもこの合意自体に発、対するも多く、またこの日本政府からのڌ出金がഛঈ金名目なの
か、ँࡑ金名目なのかを८って議論がىきている。日本政府の立場は一؏して財産・求権の問題は、
19 65年の日韓求権協定により全かつ最終的に解ܾ済みというものであり、これをഛঈ金としては
認められず、韓国内でも合意をਪ進した政府の立場では「治༊金」としてѻっている。
　この問題が島問題と同༷に「歴史問題」としての༷相をଳびているのは、日本ଆが合意の交ব過程
からݒ念を表明していたࡏ韓日本大使館前の「元Қ安්গঁ૾」のఫ去にこだわっているように、「গঁ」
「ঁ性の人権」「ڧ制性」という見解のࠩがあるからである。特に国連をはじめ、国際社会への発信、表
現を८って日本がそのӳ語表記を「c o m f o r t  wo m a n 」としているのに対し、韓国は近年に入って「s e x  
s l a v e 」または「s e x u a l  s l a v e r y 」と使用していることからも、この問題の受け止め方が両国において「心
理的に」異なっていることがわかる。日本は戦時下における特घかつ国際的׳शという、ڧ制性を८る
解ऍとしての「法的問題」として対ቂしてきたが、韓国にとってはීว的な「人権問題」として国民、
世論は受け止めている。
　本稿でѻっている他の 2つの問題とは異なり、このҚ安්問題は当初の予とは異なり、政府間の交
বからܶ的な合意にࢸったことは日韓両国でڻきをもって受け止められた。それが可能であった理༝と
しては、第一に元Қ安්のঁ性たちが高ྸであること、第二にᒞ恵政権が対日問題の最重要課題とし
て任期中の解ܾにこだわり、かつ日韓関係վ善の前提件となりつつあったこと、そして第ࡾに日本ଆ
でも「法的問題」または「人権問題」の議論を୨上げしても、これらを人道問題として解ܾすべきであ
るとの認識が広がったことが考えられる。加えて韓国の憲法ࡋ所のܾにより韓国政府自体も交বと
解ܾにけて動かざるを得ない状況にあったこと大きく࡞用した。
　そうした外交当ہ間による地道な交বと両国首のܾ断により、この問題が電ܸ的に合意へとࢸり、
韓国ଆの財ஂの発足、日本からの資金ڌ出など合意はॱ調にཤ行されていたが、2016年秋からのᒞ
恵大統領に対する֍時ہにより状況が一変した。一連の国内のࠞཚにより、それまでの外交政策の൱
定や見直しを求める世論が高まり、有力政治家らからも日本軍従軍Қ安්をめぐる日韓の政府合意のഁ
山日本総領事館に接する道࿏にҚ安්গঁ૾זࡏばれている。さらにはڣや交বのやり直しが公然とغ
が設置されたことにより（また地元自治体が一度ఫ去した後に߅議におされ再設置を許可したことか
ら）、日本政府は大使らの一時ؼ国、金融危機の際に通՟を融通し合う日韓通՟交換（スワップ）協定
の再開にけた協議の中断、経済協力を࣍官ڃでし合う「日韓ϋイレϕル経済協議」のԆ期という対
「的に解ܾٯ不可」、に取った。韓国ଆは当初の当から発へとムードが変わりつつあり࠲ા置を即߅
されたはずのこの問題であったが、韓国ଆにあってはやはりීว的な「人権問題」として受け取られて
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いるのだという、そのࠜの深さが現れている。
　特に韓国政府および自治体が、これが政府間合意のཤ行を目ࢦすものであっても、Қ安්গঁ૾が「民
間が設置した。政府が関与しあれこれ言うのは難しい状況だ」5との態度を見せていることに日本では不
ຬと発がىきており、政府間合意の有効性という観点からも日本ଆに新たな不信ײを与えている。

ຊւݺশ
　これは国際的に「日本海」またはその同義語で一ൠ的に定ணしている海域のݺশを、その「J a p a n  
Se a 」ではなく、別のものへと変ߋするよう、韓国と北ேが求めているݺশ問題である。
　日本海のݺশは、日本が国状態にあった 19 世紀前半から国際的に定ணし認知されてきたが、韓国
が 19 9 2年に「第 6回国連地名標४化会議」において、「日本海のݺশがී及したのは日本の拡ு主義や
২民地ࢧの結果である」等と主ுしはじめたことで拡大した。元々「日本海」表記が通用しているの
は、IH O （国際水࿏機関）のʰ海洋と海のڥ界（Li m i t s  o f  O c e a n s  a n d  Se a s ）ɦ の 19 29 年の初版に基づき、
国際社会が各海域の表示をҡ持していることによる。そのため韓国は、19 9 7年からは IH O の場でも、「大
洋と海のڥ界」が定める日本海（J a p a n  Se a ）のݺশに「東海（lEa s t  Se a z）」を併記すべきとの主ுを展
開しているが、「東海」の୯ಠ表記はࠔ難であるとの現実的断により、2002年からは東海と日本海の
名শ併記を要求している。「東海」という海域名は日本海以外の海域でも多く見られることもあり、特
に韓国ではே半島を取りרく海を、韓国を中心にしてその方角に応じ「西海（So h a e ）」、「南海（Na m -
h a e ）」、「東海（Do n g h a e / To n g h a e ）」とݺΜでいることからも、この主ுの限界性はある程度自֮されて
いるとࢥわれる。たとえば韓国がվশを主ுしているのが日本海のみであることからも、そこには「歴
史的意図」がհしており、ԫ海をWe s t  Se a 、東シナ海を So u t h  Se a に解消すべきとの主ுは行われてい
ない。
　この問題に関しても歴史ないしナシϣナリズムに関連してىされるものであることは൱めない。韓
国内で政府や企業が広報などで使用するものに、そのデβインとして地球ّなどがඳかれている場合に
「日本海」と表記されたままで流通または発信されてしまう事態がしばしば見受けられるが、その都度、
Ѫ国議論を伴って大きながىきる。場合によっては企業に対する不ങ運動や、公機関への大規模な
。భなども行われるߋ議活動、人事߅
　2017年 4月 24日にモナコにて IH O の総会が開かれる予定であり、この第 19 回総会の場では、日本
海ݺশ問題が韓国ଆの提ىにより再び争点になることが予されている。

　以上、3つの対立問題を見てきた中でわかることは、これらは؟前の「国ӹ」に直結する問題ではなく、
深層として「歴史」「ナシϣナリズム」を֮੧させ、世論の発を受けやすいことからもなかなか政府
当ہ間による実施的交বが進めにくいということである。すなわち「旧時代」の対立軸である。島の
業権に関連する部分ではあるが、実際にはਅに重要な国ӹ問題であればその交বは進展すړଐ問題はؼ
る。たとえば 19 74年に結ばれた日韓大୨協定がわずか 3年余りの間にଥ結したように、その解ܾは「୨
上げ」もしくは「一時的なౚ結」によってམとしどころが見つけられてきたのもまた日韓関係の現実主
義である。それに対し、島問題をؚΉこの 3つの問題は、一つを解くと残る問題にも影響を及΅し、
ましてやࢧと被ࢧ、加害者と被害者という関係性の規定にも影響を及΅しかねないために、Ήしろ
自国内から政府間交বの足をҾっுる議論やが高まるがある。
　日本も韓国も共に戦後復興の過程で高度経済成長を達成し、韓国においては「ߐのح」とݺばれ
る経済発展からソルオリンϐックの招致、開催へと加速した。しかし、日本はバブル経済่յ後の長
期不況にؕり、韓国もまたアジア通՟危機による IMFからのٹ済を受けるという۶ৱにえた。こう
した経済不況が長期化する中で、それまで経済的自信によって代ସされてきたナシϣナリズムは文化的
な༏越ײ、༏Ґ性をތる方へとかった。日韓問題の対立のシーソーがܹしくなったのもまた、こう
した経済不安ともܾしてແ関係ではない。গなくとも日本の中では韓国や中国に対して自国の伝統文化
やポップポップカルチャーの拡ࢄをތるࢍ的「民主義」がڧく現れ、やがてそれは国内のࡏ日コリ
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アンたちに対する「ഉ外主義」にまで発展する不健全なナシϣナリズムが࡞用した。韓国ଆもまたメデ
ィアを通じてөし出されるこうした日本の࢟に応して、これら 3つの対立問題に対するナシϣナリズ
ムに固ࣥした信念が形成されていった。
　とはいえ、政府が交বにྟみにくいからといって、こうした問題を୨ࡽしにしておくわけにもいかず、
できることはその交বに入る環ڥを造成すること、あるいは国際社会にけて自国の立場および主ுを
発信、ਁಁさせていくことである。その具体的な政策の立案と実行がパブリック・ディプロマシーであ
り、その担い手を८っては政府を主体とするのか、政府以外の担い手を重要視するのか、定義を८り議
論もある。だがগなくとも日韓における前出の 3つの問題について、それをレゾンデートルとする、ま
たは生業とする市民ஂ体や民間機構では機能的にその制の力を持てないという事実に注目するなら
ば、これを政府が主体となって取り組Ήべきであると考える。

�ɽύϒϦοΫɾσΟϓϩϚγーͷ֓೦
　パブリック・ディプロマシー（Pu b l i c  Di p l o m a c y ）は 19 65年にアメリカのΤドムンド・ガリオン（Ed m u n d  
G u l l i o n ）によって公ࣜ化、そして定義された概念といわれている。この活動にؚまれる対外宣伝や国
際広報、文化・言語の海外ී及などは、実際は第二࣍世界大戦中から行われてきたことである。またྫྷ
戦下から現ࡏにࢸるまで、ときにパブリック・ディプロマシーの名の下に相手国の世論や知識層に直接、
間接的にアプローチする報・工࡞活動のようなものまでもؚまれている。だが、パブリック・ディプ
ロマシーとしてׅられる活動のݺশは、それを主管する政府や省ி、機関等によって非統一的に用いら
れており、ݍࣈである日本や韓国においては「公共外交」、「広報外交」、「文化外交」、「知的外交」な
どと、その概念がいまだे分に定義けされていない。
　北東アジアでは近年、中国ではこれを「公共外交」とݺび、韓国では外交部が「公共外交」、文化体
ҭ観光部などが「文化外交」とݺぶことで定ணしてきた。ちなみに韓国の外交部でも組織名やその必要
性に応じて「文化外交」とশする場合もあり、外交部も概念の導入当初はこれを「文化外交」と表現し
ていた。
　日本における「パブリック・ディプロマシー」の一ൠ化は、外務省が 2004年の機構վֵによって「広
報文化交流部」を新設し、そのӳ語名（Pu b l i c  Di p l o m a c y  De p a r t m e n t）に用いたところから始まっている。
日本のパブリック・ディプロマシーがԤ米の概念化に比べて比較的いొ場となったのは、日本政府が
海外広報や国際文化交流を「パブリック・ディプロマシー」としてଊえることに৻重҃いは消ۃ的であ
ったことが背景にあるといわれる6。パブリック・ディプロマシーは、プロパガンダと共通して、伝統
的に国家主体により大ऺをある目的のҝに動員することを目的とした戦略的コミュニケーシϣンである
という7。そのため、日本の外務省はこれを「広報文化外交」との訳語であてていることからも、語源
あるいはこの概念との整合性でۤ࿑したことがうかがわれる。
　一方、韓国は近年、国際社会における自国イメージのҾき上げに国家のҖ信をかけて、この「公共外
交ʗ文化外交」に力を入れている。韓国がこの活動を「外交の 3本軸」として前面にԡし出してきた背
景には、戦後、経済発展や民主化という国家成長の過程で常に日本の背中をってきたというչޛや、
また先に経済大国となり先進国と化した日本の存ײࡏまたは発言力が、国際社会における韓国のそれよ
りも増していたことへの焦૩ײがある。そΜな中、20世紀末より韓国のドラマやԻָといったポップ
カルチャーが突として中華ݍを中心として北東アジア、東南アジアで࣍々とブームをרきىこした。
韓国の大ऺ文化、いわΏる「韓流」の拡ࢄと成ޭによって、韓国の国家ブランディングが෭࣍的に達成
されることとなり、またこのことが韓国の持っていたコンプレックスを自信へと変えた。さらにはそれ
に伴う観光振興や経済効果にも注目が集まり、機を得て韓国は国を挙げての「文化外交」を標ᒗ、政
府の体制も整備していった。そしてそれはやがて国際社会における発言力、存ײࡏを高めるという目標
へと昇華され、日韓に横たわるナシϣナリズムをܹする諸問題においても、韓流スターとݺばれるܳ
能人たちがしばしば関与し、発言、発信を行うことで、これらが「公共外交」としての性֨もଳびるよ
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うになっている。
　対する日本は、韓流ブームによって後ԡしされた韓国が中東やアフリカݍなどで一定の存ײࡏをڧめ
てきたことへのܯռײ、また中国による戦略的な対世論外交、広報や語学ී及活動に対߅するために、
パブリック・ディプロマシーの体制ڧ化への本ࠊを入れ始めた。だが、それらはいずれも韓国に対して
も近年は大きく後れを取っていることは൱定できない。

�ɽؖͷऔΓΈൺֱ
　本ষでは、これまで見てきた日韓の対立問題において、政府が取り組Ήべきとして外交に課せられて
いる「広報」あるいは「対世論外交」としてのパブリック・ディプロマシーの日本政府、韓国政府の取
り組みについて観察していく。
　パブリック・ディプロマシーの概念は、その担い手を政府のみならず、地方自治体や企業、民間、教
ҭ機関、市民ஂ体などあらΏる層の人々が関わり、また相手国の国民や世論にಇきかけを行っていくこ
とでより効果的な成果を生み出すとしている8。ただし、その担い手の෯広さから国際交流、文化交流
といった活動との重ෳやڥ界がᐆດでもあり、本稿では、前ड़の日韓における 3つの問題に対ॲするパ
ブリック・ディプロマシーの担い手として、ڱ義のଊえ方である日本の外務省、韓国の外交部の体系と
取り組みのみを対象として論じる。

ຊ
　まず日本では前ड़の通りパブリック・ディプロマシーを「広報文化外交」と訳しつつ、2004年の機
構վֵに際に「広報文化交流部」を新設し、そのӳ語名として「Pu b l i c  Di p l o m a c y  De p a r t m e n t」をした。
その後、元々は海外広報を所管していた総合計画課を体として広報文化外交戦略課（Pu b l i c  Di p l o m a -
c y  St r a t e g y  Di v i s i o n ）が外務報道官・広報文化組織の総合調整を行う総ׅ課として 2012年の 8月の機構
վ編で設置された9。外務報道官は国内外への広報と情報発信も統ׅすることから、課内には国内広報ࣨ、
広ௌࣨ、報道課という主に国内の報道や国民からの広ௌ活動などを担う課とࣨも設置されているが、対
外発信の部ہとしては、広報文化外交戦略課のもとに戦略対外発信ڌ点ࣨ、国際報道ࣨ、IT広報ࣨな
どがՔಇしている。また外務報道官に࣍ぐ国際文化交流৹議官のもと文化交流・海外広報課、国際文化
協力ࣨ、人物交流ࣨ、対日理解ଅ進交流ࣨが設けられており、これらすべてが前出の広報外交戦略課の
下部部ہとしてҐ置づけられている。この΄か現ࡏ日本は、大使館ʗ総領事館のࡏ外公館を݉館もؚめ
て計 266か所に設置しており10、これら公館内および別ݸの建物またはオフィスに設置されている広報
文化センターが 27か所ある11。これに国際交流基金の世界 24か所の現地事務所12などが加わり、パブ
リック・ディプロマシーのフロントڌ点となっている。

ࠃؖ
　韓国では 2010年を公共外交元年とশし、外交通部（当時）が、既存の政務外交・経済外交ととも
に公共外交を大韓民国外交の 3大軸として設定している。2011年からは「公共外交大使」を任໋する
など積ۃ的な取り組みを行ってきた。また 2012年には「文化外交政策課」を「公共外交政策課」とվ
শし、外交部としてはパブリック・ディプロマシーを「公共外交」と訳して取り組Ήことを公ࣜ化させ
ている。ただ、部ہ名を見る限りでは、まだ「公共外交ʗ文化外交」とশする組織がࠞࡏしており、こ
れらは文化体ҭ観光部が総ׅしている「文化外交」とのࠩ別化において過期にあるものとࢥわれる。
日本の外務報道官と同じく࣍官ิڃ（ہ長ڃ）の「公共外交大使」が設置されており、そのもとに文化
外交ہ、公共外交総ׅ課、他者文化観光協力課、文化交流協力課など 3つの課をおいている。この中で
公共外交政策課が外交部のパブリック・ディプロマシー政策の立案と施行を担い、外交部の公共外交を
総ׅしている。また公共外交政策課はࡿ下機関である韓国国際交流財ஂを管理・ಜも行っている。韓
国は全世界に 184か所のࡏ外公館を設置しており13、これ以外に文化体ҭ観光部の管で海外 29 か所に
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韓国文化院がある14。韓国文化院は「コリアセンター」とশし、原則ಠ立した建物またはオフィスに設
置され、韓国観光公社他、他機関の現地事務所も入ډさせるなど総合施設としての機能を有しており、
当面 48か所までの増設がうたわれている。また韓国国際交流財ஂの海外事務所は海外 7か所に置かれ
ている他15、教ҭ部参加の韓国教ҭ院が 17カ国 37か所に設置されており16、ࡏ外同๔をؚΉ現地市民
への韓国語教ҭと文化հなどを実施している。さらにখ規模かつ韓国文化院内に設置されているケー
スも多いが、文化体ҭ館観光部が管する世फ学ಊが 57ϲ国 144か所に開設されており、いずれもパ
ブリック・ディプロマシーの前線ڌ点としての機能を有している17。（2016年 10月現ࡏ）

ຊͱؖࠃͷҧ͍
　日本と韓国は外交省ிの体制としてはྨࣅの体系になってきたが、日本ではະだに外交の 3大柱とま
ではなっていない。日本の外務省では依然として政務がՖ形という意識に大きな変化はないとࢥわれ、
また日本国内でパブリック・ディプロマシーڧ化の必要性認識は比較的最近になって共有されだしたこ
とは൱めない。
　またԿよりもパブリック・ディプロマシーの実施や展開に不可欠な国外におけるフロントڌ点の規模
にѹ的なҧいがある。設置されている都市やその機関での活動内容などによる質的ධՁをせず、୯に
数的なҧいで比較することには限界がある。だが韓国政府が国外に設置している公的機関・事務所の数
とのҧいは際立っており、日本は大使館・総領事館内の広報文化センターおよびࡏ外公館の一部として
別ݸの建物またはオフィスに設置しているものについてはॖখ、あるいはดして、文化外交のڌ点と
しては国際交流基金の現地事務所に機能を統合する方を進めている状況である18。 

表 1　海外に設置されているパブリック・ディプロマシーڌ点数の日韓比較˞1

日本 韓国

外公館ࡏ 266か所 外公館ࡏ 184か所

広報文化センター˞2 27か所 韓国文化院˞4 29 か所

国際交流基金海外事務所˞3 24か所 韓国国際交流財ஂ海外事務所 7か所

韓国教ҭ院 37か所

世फ学ಊ 144か所

計 317か所 計 401か所

˞1　日本政府が設置している広報文化センター以外はすべて 2016年末現ࡏのڌ点数
外公館、大使館や総領事館の一部として設置されている数。そのうち、ற韓日本ࡏ　2˞

大使館公報文化院をؚΉ 9 か所が大使館・総領事館とは別の建物およびオフィスに
設置されている。（2012年現ࡏ）

˞3　このうち 2か所はアジアセンター連བྷ事務所
˞4　文化体ҭ観光部（省）߂報文化院所ঠだが、設置されている都市では大使館または

領事館の名前をףするࡏ外公館の一部。

　ここにきて、韓国や中国の動きにもԡされ、ジャパン・ϋスの設置、運営を始めているが、予֬ࢉ
保から機能、性֨のҐ置づけなどしている。また最終的に現地ҕୗするなど今後の活用にもٙ問が
投げかけられている。
　一方の韓国も現ࡏ、公共ʗ文化外交の名の下に༷々な事業や計画がແਚ蔵に拡大する༷相をఄしてい
たが、パブリック・ディプロマシーは元々成果の計りにくい政策であり、またྨࣅ機関が同じ国、都市
にも点ࡏするなど、政策と予ࢉの収Ꮡも課題であるといえよう。特に教ҭ部の出先機関でもある韓国教
ҭ院が既に設置され活動している都市に、文化体ҭ観光部が所管する世फ学ಊが進出するなど、地域ॅ
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民や韓国文化のध要を取り合う༷相をఄしており、デマケーシϣンの必要性も提ىされている。国内に
あっても海外߂報院、韓国コンテンπ振興院など行政機関がཚ立し、オールコリアとはいうものの、海
外への韓国コンテンπのചりࠐみや企業ࢧ援などは K O TR Aも現地事務所を構えて取り組Μでいること
から重ෳが見られる。Կよりも「韓流」というキーワードの総Ֆ的なཚ用は目につき、「ΰルフ界にも
韓流」「道でも韓流」など、本来は海外における韓国のポップカルチャーや伝統文化などのブームを
していたこの言༿がどこにでも用いられることで、韓流イコール韓国人、韓流イコール韓国文化といࢦ
うように、定義のந象化が進Μでいる。韓国セールスとも言い換えることができそうなこの現象は、日
本がその概念をṃみかねてしているクールジャパン戦略をኲኵとさせる。
　一方、体系的なࠩ以外にも、たとえばパブリック・ディプロマシーの実施者、担い手を८るଊえ方で
も日韓ではएׯの温度ࠩ、視点のҧいが見られる。実施体系のڧ化や外交の柱と昇華させる韓国と日本
では、いわばパブリック・ディプロマシーへのࠊの入れ方にࠩが見られる。国民けのઆ明において、
担い手の自ෛまたはᛗ持のようなܾ意が見られる韓国に対し日本は、「広報文化外交は、国民全体で実
施していくものであり、官民の連携が重要。外務省としては、関係省ி、省内連携のためのメカニズム
を活用し、広報文化外交のڧ化をݗҾ・後ԡししていく必要がある」として、自らの立ちҐ置をݗҾ、
後ԡしの任を担うとしている19。すなわち知恵と方を示しつつ、その実施主体は国民（ʹ民間や市民
ஂ体）でもあることを明示している。ແ論、ࡏ外公館を通じた実施者となるのも外務省自なのである
が、この表現に見られるようにあくまでも「国民全体」の取り組みがそのあるべき࢟であるとしている。
　これに対し韓国政府は、外交部こそが主導者であり「公共外交ʗ文化外交」のਪ進役であると宣言し
ている。日本と同じく国民一人一人、NG O 、企業、地方自治体、各ڃ政府機関などの多༷なアクター
の自発的な関与による活動およびネットワークの構築をڧ調はしている。しかし同時に政府としては、
「我が国は先進国に比べて公共外交に一歩くඈびࠐみ（中略）既存の政務外交・経済外交とともに公
共外交を大韓民国外交の 3大軸に設定し、公共外交ڧ化のために刻ۤの力を注して」いるとのܾ意
も示している20。このҧいは、日本の外務省では（日本に限らないことかもしれないが）伝統的にも政
務や経済とݺばれる「交ব」分野こそが本流であるとの認識や自ෛがڧく、文化交流や広報はその֨下
の流であるとされてきたことによるものだろう。韓国でももちろΜ政務志はڧいとࢥわれるが、
19 88年のソルオリンϐックや 2002年日韓ワールドカップなど、国際社会における経済力や国力全ൠ
の規模が中ݎである中で、数々の国際イϕントを成ޭさせ、また韓流をはじめとしたコンテンπ産業を
振興させてその認知度を高めてきた実から「公共外交」を外交の 3本柱の一つとして掲げるだけのތ
りと自ෛにຬちている。また戦後、常に北ேとの国力、国Җ発༲のڝ争を行ってきた中で、ࢥや宣
伝といった「公共外交」にؚまれる政府の活動への国民的理解と基盤が備わっていたとも考えられる。

�ɽΉ͢ͼʹ͔͑ͯ
　本稿では日韓の対立事案の中でも政府間による実質的な交বが難しい 3つの問題を取り上げ、その過
熱化を制しつつ、相手国世論や国際社会には自国の主ுや立場を発信するҝのパブリック・ディプマ
シーのଊえ方、実施体制を८る比較を行ってきた。その中で、日韓政府の取り組みについては大きなҧ
いが֬認できた。
外公館および各都市での文化院（広報文化センター）の設置において韓国は増設方を掲げ、日本ࡏ　
はॖখ・ดをਵ時進めている。一方での日本政府の新規取り組みとしてのジャパン・ϋス構は、
パブリック・ディプロマシーに対する国内的な理解やコンセンサスのແいままに時流にって予ࢉだけ
を取ってを進めてしまった「ശ物行政」であるとの൷も提示されている21。もとより日本は、パブ
リック・ディプロマシーのスケールと経済規模がۃめてখさく、そしてこれに関わる多༷なアクターに
よる事業を有機的に結びつける高࣍の機能が不ࡏだとされている22。そのため韓国にて李明博政権下で
設置された大統領直ଐ国家ブランドҕ員会がその対রとして比較されることがある。大統領直ଐ国家ブ
ランドҕ員会は、各省の長官や自治体長などをҕ員として構成し、政府の対外宣伝戦略を統ׅさせる機
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関としてՔಇしていたが、活動が日本を意識した物が目立つなど、༷々な課題がුかび上がり、結ہは
がれずに解体された。このように、権限の集中化やॎ割り行政をえた一元化も重要ܧ政権にはҾき࣍
であろうが、加えて理念としてのパブリック・ディプロマシーについてのे分な議論やコンセンサスが
ແければ、そうした機関も国家間政治対立やナシϣナリズムの国内けஎ؇置としてしか機能しなく
なる可能性もある。また୯に予ࢉのઅ制や機能統合を理༝に既存の公館施設をॖখすることは、日本が
その国におけるプライオリティーを下げているとのޡった認識を与えかねない23。ここは日本の外務省
においても、パブリック・ディプロマシーのためのパブリック・ディプロマシー24をより積ۃ的に行い
つつ、主体的なڌ点の増設や主ுの発信に取り組Ήべきであろう。特に日韓にあっては対立している課
題や、関係の悪化による安全保障上でのࢧ障などをؑみ「官」の果たす役割を過গධՁすべきではない。
ポップカルチャーがコマーシャルϕースでの交流にっていることを考えれば、ࡏ外公館や広報文化セ
ンターの持つ権Җは韓国社会にあっては、その果たす役割は大きいであろう。
　韓国のパブリック・ディプロマシーは実にアグレッシブであり、特に日本との問題については、2015
年にϢネスコの世界Ҩ産リストに「明治日本の産業ֵ໋Ҩ産」がొされた時に܁り広げられたような
ܹしいロビー活動へと発展している。こうした事態に直面する度に日本国内では、日本のパブリック・
ディプロマシーの脆弱さや弱ࠊという൷がىき、より先Ӷ的に、よりܸ߈的な公共外交をするべきと
の議論がなされる。しかし戦後日本外交の知恵は、こうしたナシϣナリズムを台とするײ情的な対応
に、いかにྫྷ੩に振るい、実利を得ることが出来るのかというメタ・ソフトパワーの行使に重きを置
いてきた。しかし、韓国との間においては、ナシϣナリズムというࢳにབྷまり出口がみえなくなる課題
が横たわっており、୯に同じඨに上ることは依然としてݡ明ではないが、交বと並行した環ڥ造成の
ための戦略的な態度をとりଓけることもまた非常に重要である。日本の外務省は、前出のジャパン・ϋ
スを歴史認識等の発信ڌ点として活用するかについては৻重な࢟勢を取っている。ശ物行政との൷
を受けながらもなお、そうした自制的スタンスを取ることは、いたずらに韓国や中国などをܹしない
ためとのࢥもᕷΉが、同時に国内世論とのڱ間の中で第ࡾ国におけるパブリック・ディプロマシーの
。化を模索しているがためのものであると信じたい25ڧ
　そしてまた日本と韓国には、国民世論をܹする問題ではあっても、制力を持ち、政府間の大ہ的
な断が重Μじられるべく、パブリック・ディプロマシーを通じた相互力の取り組みが求められてい
るのである。
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